


• 医療DXの現在と未来（介護を含む）

• 地域医療介護連携ネットワークの新しい未来





医療DX （Digital Transformation）

医療分野のIT化・デジタル化という「手段」を用いて、

情報連携や効率化などを進め、医療をより良く変革すること

目標

安心・安全でより質の高い医療

医療現場の負担軽減



留意点

医療提供に混乱・支障が生じては本末転倒

医療現場の状況をよく確認しながら、

有効性と安全性を確保したうえで、

利便性、効率性の実現を目指すべき。
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「経済財政運営と改革の基本方針2022」（2022年6月7日閣議決定）を踏まえ、

8月3日の中央社会保険医療協議会（中医協）において、「医療DXの基盤となるオンライン

資格確認の導入の原則義務付け及びこれに伴う診療報酬上の加算の取扱いについて」諮問

がなされ、8月10日の中医協で、以下の内容が答申・公表されました。

①オンライン資格確認の導入を原則義務化（療養担当規則等（省令）の改正。令和５年４月施行）
※ 例外：「現在紙レセプトでの請求が認められている医療機関・薬局」（全体の約４％）

（電子請求の義務化時点で65歳以上＊・手書き請求）＊75歳以上程度の医師

②医療機関・薬局向け補助の拡充
※ 診療所等に対する定額補助の実施及び病院に対する補助上限の引き上げ

③診療報酬上の加算の取扱いの見直し （令和４年10月から施行）
※ 今般の医療DXの基盤となるオンライン資格確認の義務化を踏まえ、オンライン資格確認導入に
伴う医療の質の向上を評価する新たな仕組みに改める。
※ マイナ保険証利用時には、利用しない場合よりも、患者負担が小さくなる仕組みとする。
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生活連携

医介連携住 民
（患 者）

介護施設

薬剤師

訪問リハビリ

歯科

訪問看護ST

ケアマネジャー

行 政
（福祉・生活支援・介護予防）

地域のネットワーク
（自治会・ＮＰＯ・ボランティア）

地域 ⾧島公之モデル

医療連携

高度急性期

急性期

在宅医療

慢性期

回復期

診療所 地域包括ケア

病

院



なるほど!
とちまる
ネットPC

薬剤 検査 画像 文書

電子カルテ内容の閲覧

地域医療連携ネットワーク とちまるネット



医療介護専用SNS
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0 50 100 150 200

画像情報の連携
診療情報の連携

ネットワークセキュリティ監視
アンチウイルス機能

在宅医療連携
医療従事者用モバイル対応

医療介護連携
掲示板、メルマガなど

遠隔医療（DtoD）
セキュアメール
電子紹介状

検査機関との連携
診療・検査予約
健診情報の連携

患者用IDカードの発行
SNS

電子クリニカルパス
空床情報

電子版おくすり手帳
患者による自己管理システム

電子処方箋（実証等）
電子版疾病管理手帳

遠隔医療（DtoP）
（n=263）複数回答あり
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コミュニケーション…

生活記録

指示書・報告書作成

スケジュール管理

カメラ

ケアプランの共有

患者紹介・逆紹介

電子温度版

利用票・別票作成

遠隔診療

ビデオ通話…

ケアプラン作成

レセプト請求

遠隔モニタリング

その他

（n=120）複数回答あり
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３つの
予防

３つの
予防 防ぐ 治す 支える

医療機関
連携

多職種連携
地域包括ケア

1次

本人の
情報把握

PHR 医療
連携NW

多職種
連携NW

健康増進
疾病予防

早期治療
重症化予防

機能回復
社会復帰

2次 3次

EHR

デジタル
技術



防ぐ
PHR

支える
多職種連携NW

情報理解 行動変容

EHR 「防ぐ・治す・支える」
PHRを
かかりつけ医とともに
活用する

国民・患者が主役となる
「新たな健康づくり」



情報通信機器を活用した健康増進、医療に関する行為。





•
用 ⼊



●遠隔医療サービスを導入した目的と医療提供体制との関係性
医師の偏在や医療資源の不足、移動距離や時間等の物理的な距離の解消、救

急搬送の時間短縮/不要不急の搬送抑制、数少ない専門医が効率的に診療を行
える環境整備、地域に勤務する若手医師の教育支援等を挙げる運営主体が多く
見られた
●構築費用

サービス提供側及び利用側（医療機関）のほか、国や自治体による負担もみ
ら、地域医療介護総合確保基金を使用する場合もあった。
●運営費用

サービス提供側及び利用側（医療機関）が負担している場合が多く、自治体
が負担する場合もみられた。







用 日

• 遠隔ICU は遠隔医療のひとつで、集中治療における診療支援シス

テムである。すなわち、専門家同士で協力して重症患者における

医療体制を提供する、ビデオ音声通話やコンピュータシステムの

ネットワークである。遠隔ICU は現場医療に代わるものではなく、

医療資源の活用とプロセスの標準化を通じて現場医療を強化する

よう設計されている。



① 遠隔手術指導（Telementoring）
遠隔地の医療機関において指導医が患者の存在する現地の手術にリアルタイ

ムで参加しつつ、タブレット等の情報通信機器を用いて画像や音声で具体的に
現地術者の手術内容を指導する形態である。

② 遠隔手術支援（Telesurgical support)
遠隔地において指導医が手術支援ロボットを用いて現地の手術に助手あるい

は部分的に術者として手術を支援し、現地術者と共同で手術を行う形態である。

③ 完全遠隔手術（Full telesurgery）
現地医療機関に手術を実施する外科医が不在の環境下で、遠隔地の医師が手

術支援ロボットを用いて手術操作を行うものである。遠隔地術者と患者の関係
は「オンライン診療指針」におけるD to Pとなり、一般オンライン診療として
は実施可能であるが、遠隔手術としての実施は認められていない。



• 先進的な情報技術（例えば、人工知能、VR/AR、高精細映像技術、高速通信
技術等）を活用した遠隔医療の実証が実施

●胃生検AI 病理診断支援システムの検証
日本病理学会 福島県、徳島県両県で構築した「遠隔病理診断ネットワーク

（福島モデル、徳島モデル）」を用いて検証
●VR/AR 技術の活用
⾧崎県の五島中央病院では、2D 情報の連携では観察が難しいリウマチ・膠原
病分野にXR を活用





• 平成30年３月オンライン診療の適切な実施に関する指針策定

• 令和元年７月オンライン診療の適切な実施に関する指針一部改訂

（D to P with Dの記載の追加等）

• 令和２年４月新型コロナの時限的・特例的取扱いの事務連絡発出

（医師が可能と判断した場合に初診からのオンライン診療を実施可能）

• 令和４年１月オンライン診療の適切な実施に関する指針一部改訂

（初診から可能）



• 厚生労働省「オンライン診療に関するホームページ」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/rinsyo/index_00010.html

〇オンライン診療の適切な実施に関する指針（令和４年１月一部改訂）
https://www.mhlw.go.jp/content/000889114.pdf

〇オンライン診療を行う医師向けの研修・緊急避妊薬の処方に関する研修

〇【動画】オンライン診療の適切な実施に関する指針改定の概要（約８分）



【動画】オンライン診療の適切な実施に関する指針改定の概要（約８分）

•



• 日本医師会「オンライン診療について」
https://www.med.or.jp/doctor/sien/s_sien/010599.html

〇オンライン診療入門－導入の手引き

かかりつけの患者さんに情報通信機器を用いたオンライン診療を行うことを検
討されている先生を対象に、はじめの一歩としての情報をとりまとめた



（１）解決困難な要因によって、医療機関へのアクセスが制限されている場合
（適切に対面診療と組み合わせて）

〇離島・へき地など地理的要因によるアクセス制限
〇在宅医療や様々な事情によるアクセス困難
〇難病・小児慢性疾患等、専門的診療ができる医療機関が限られているため、

アクセス困難

（２）新型コロナウイルス感染症などのパンデミックの非常時
・外出制限
・対面による感染リスク



•

•

•



• 海外の制度等の状況を踏まえた離島・へき地等におけるオンライン診療の体
制の構築についての研究（厚生労働科学研究費補助金）

https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/158816

• 海外の制度

• 三重県鳥羽市のバイタルのモニタリングを併用した活用事例

• 岩手県網地島の看護師と連携した離島での看取り（遠隔死亡診断）の事例

• D to P with Nの形式によるオンライン診療の活用の場面の検討

• へき地に勤務する若手医師等を５Ｇや新たなデバイスでリアルタイムに遠隔
支援できる仕組み（D to P with D）の検証











ご清聴ありがとうございました。


